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注記を下記のとおりとする。
・ 右上の注記

再掲 ： 過去の審査会合資料を，そのまま引用する場合
一部修正 ： 過去の審査会合資料の内容を，一部修正する場合
誤りを修正 ： 過去の審査会合資料の誤りを，正しい記載とする場合

・左下の注記
修正した誤りの内容を記載 （誤りの修正がある場合）



指摘事項

・ 本資料では，地下構造の評価に係る下表の指摘事項について回答する。

本資料でご説明
ⅰ

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S3-11
地下構造モデル
を用いた解析

第822回会合
(R2.1.17)

大間層内のせん断波速度のコントラストや敷地北側のデイサイト等，解放基盤表面より浅部の構造が地震動
に与える影響を確認したいので，第2.2章の地下構造モデルを用いた解析に，以下の検討等を加え説明する
こと。
・Ｔ.Ｐ.-260ｍ以浅も含めた三次元地下構造モデルにリッカー波を入力した解析を行い，炉心位置の解放基盤
表面のＴ.Ｐ.-260ｍ及び原子炉建屋の支持地盤に近い位置と言われているＴ.Ｐ.-7.5ｍの位置で，一次元水
平成層モデルの最大振幅値との比較を行うこと。

・炉心位置の水平成層モデルについて，S波速度，密度及びＱ値を明記すること。

本編資料 2.2.1 Ｐ.2-54
本編資料 2.2.3 Ｐ.2-82
本編資料 2.2.4 Ｐ.2-128～2-200，

2-203～2-215
本編資料 2.2.5 Ｐ.2-217
補足説明資料 2-8，2-9，2-10，2-11

S3-12
基盤の地震動を
評価する位置

第822回会合
(R2.1.17)

解放基盤表面，基盤の地震動を評価する位置，鉛直アレイ地震観測点の関係を，以下の内容を含めて整理
のうえ，地震動の策定方針を説明すること。
・Ｔ.Ｐ.-230ｍ（基盤の地震動を評価する位置）で策定した地震動をＴ.Ｐ.-260ｍ（解放基盤表面）へ入力する
こととした考え方。

・統計的グリーン関数法及び経験的グリーン関数法で用いる地下構造モデルの設定の考え方。
・吉田ほか（2005）の知見を踏まえた検討の模式図における基盤の地震動を評価する位置と，解放基盤表面
との関係。

本編資料 5.1 Ｐ.5-3～5-8
補足説明資料 5-1，5-2，5-14

S3-13 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

基準化スペクトルに基づく検討に関して，以下について要因を分析し説明すること。
・南側の観測点において，高周波側で持ち上がる傾向が見られる要因。
・基盤位置における検討において，基準化スペクトルに見られる山谷の要因。

本編資料 3.2.2 Ｐ.3-20，3-22～3-26
補足説明資料 3-5

S3-14 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

異なる深度の応答スペクトル比に基づく検討について，以下の検討等を加え説明すること。
・１秒～２秒付近の変動が２倍程度に増幅している要因。
・スペクトル比にする前のＴ.Ｐ.-207.5ｍ及びＴ.Ｐ.-7.5ｍそれぞれの位置で得られた地震観測記録。

本編資料 3.2.3 Ｐ.3-35～3-38
補足説明資料 3-7
机上配布資料 2章

S3-15 地震観測記録
第822回会合

(R2.1.17)

地震観測を実施しているのはＴ.Ｐ.-207.5ｍであり，この位置における検討が重要であると考えている。第5.2.5
章で実施した「Noda et al.（2002）の手法による地震動を指標とした検討」及び第3.2.2章で実施した「基盤位置
における検討」について，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍの位置で実施すること。

本編資料 3.2.2 Ｐ.3-19
本編資料 5.2.5 Ｐ.5-23，5-24
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広域ブーゲ重力異常

重力測点分布図

• 左図は，産総研（2013）1）のグリッドデータを用いて作成した，津軽海峡を中心とした広域のブーゲ重力異常図である。右図には，重力測点
分布を示した。

測点凡例
●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013）
●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013［当社提供］）
●：船上重力測定点（産総研, 2013）

ブーゲ重力異常図（補正密度2.3ｇ/ｃｍ3）
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産総研(2013）を使用

グリッド間隔 ： 500m
コンタ間隔 ： 5mGal

本編資料P.2-13
の拡大範囲

2-1 敷地周辺の重力探査の内容
第822回審査会合

資料2-2 Ｐ.2-2 再掲

［ｍ］

［ｍ］

2-2

注）本編資料P.2-13の重力異常図は，左図のうち下北半島北西部を拡大して表示したものである。



2-2-1 各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ
2-2 各種弾性波探査の内容

（手順１） 各種弾性波探査によるデータ取得

（手順２） 手順１で取得したデータを用いたトモグラフィ解析による速度構造モデルの作成

（手順３） 手順２で作成した速度構造モデルの妥当性の確認

2-３

補足説明資料での該当ページ

本編資料「屈折法・反射法地震探査（本編資料P.2-14～P.2-21参照）」及び「反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査
（本編資料P.2-33～P.2-35参照）」に示す，各種弾性波探査データによるトモグラフィ解析の流れを以下に示す。

各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ

項 目
2-2-2

敷地周辺陸域の
屈折法地震探査

2-2-3
敷地周辺海域の
屈折法地震探査

2-2-4
敷地周辺の陸海連

続弾性波探査

2-2-5
反射法地震探査及び
オフセットＶＳＰ探査

手順１ 各種弾性波探査によるデータ取得 Ｐ.2-4 Ｐ.2-7，Ｐ.2-8 Ｐ.2-11 Ｐ.2-14，Ｐ.2-15

手順２
トモグラフィ解析※による速度構造モ
デル作成

Ｐ.2-5 Ｐ.2-9 Ｐ.2-12 Ｐ.2-16

手順３ 速度構造モデルの妥当性の検証 Ｐ.2-6 Ｐ.2-10 Ｐ.2-13 Ｐ.2-17

※トモグラフィ解析の具体的な内容については，「2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（Ｐ.2-18～Ｐ.2-20）」を参照。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-3 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（１／３）

項 目 仕 様

測線 測線数
測線長

１測線
約25ｋｍ

発震系 地点数
薬量

発破孔深度

４地点
北側２地点 54ｋｇ/地点
南側２地点 108ｋｇ/地点
50ｍ（SP-1地点）
40ｍ（SP-2，3，4地点）

受振系 受振器
受振点間隔
受振器数/点
総受振点数

上下動成分受振器（10Hz）
敷地外100ｍ，敷地内50ｍ
３個/点
246点

記録系 探鉱機
ｻﾝﾌﾟﾙ間隔
記録長

独立型データロガー
４msec
15sec

陸域での屈折法地震探査の仕様

弁天島

SP-1

SP-2

SP-3

SP-4

調査位置及び仕様

• 表に示す仕様により実施した屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でト
モグラフィ解析を行った。

SD-1孔

45EASM-1孔

炉心位置

２-4
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺陸域の屈折法地震探査（本編資料P.2-14，P.2-15参照）」の調査位置及び仕様を示したものである。

（掘削長約2,500m）

（掘削長約1,500m）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-4 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（２／３）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

SD-1孔
距離(ｍ)

磯谷

敷地範囲

トモグラフィ解析により作成した速度構造図

C C’

0

至 福浦

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

-1000

-3000

-2000

-1000

-3000

-2000

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

２-5
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-5 再掲



2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容（３／３）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

観測走時

計算走時

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

SP‐4
▼

SP‐3
▼

SP‐2
▼

SP‐1
▼

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

C’C

２-6
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-6 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（１／４）

大間原子力発電所
炉心位置

調査位置図

凡 例

発振点（エアガン）

受振点（ジオフォン）

受振点（ハイドロフォン）

D D’
解析断面位置

RP-１

RP-２

RP-３

RP-４

RP-５

RP-６

調査位置

• 敷地西方の速度構造を把握することを目的に，上図に示す調査測線で海域の屈折法地震探査を実施した。

2-7
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺海域の屈折法地震探査（本編資料P.2-16，P.2-17参照）」の調査位置を示したものである。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-7 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（２／４）

沖合部 測定作業模式図 発振器（エアガン）

発振系 受振系 測線

発振器 間隔 受振器 測点数 方向 延長

ラモント型エアガン

容量 20ℓ
圧力 約130ｋｇ/ｃｍ２

発振エネルギー 約45万Ｊ/回
発振深さ 海面下20ｍ

200～300ｍ

水中部
ハイドロフォン受振器
海底面に設置
（日本物理探鉱 51R）

５点

西北西 30ｋｍ

陸上部
感振器（ジオフォン）
（GEOSPACE社 GSC-11D）

１点

調査仕様

• 表に示す仕様により実施した屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行った。

2-8
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺海域の屈折法地震探査（本編資料P.2-16，P.2-17）」の調査仕様を示したものである。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-8 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（３／４）

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

-3500

-4000

-4500

-5000

距離(ｍ)

敷地周辺海域の屈折法地震探査の速度構造図

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

-3500

-4000

-4500

-5000

敷地範囲

D’ ESEWNW
D

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

2-9
2-2 各種弾性波探査の内容

0

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-9 再掲



2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容（４／４）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

RP-１
▼

RP-２
▼

RP-３
▼

RP-４
▼

RP-５
▼

RP-６
▼

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

観測走時

計算走時

D’D

2-10
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-10 再掲



炉心位置

調査位置図

陸海連続弾性波探査の主な仕様

凡 例

発振点

受振測線

解析断面位置
F F’

種別 測線長
発振系 受振系

種別 発振源の仕様 間隔 受振器 間隔

陸域 約4.3ｋｍ

通常発振
Ｐ波中型バイブレータ

１～３台
約10ｍ

ジオフォン 約５ｍ

稠密発振
Ｐ波中型バイブレータ

１台
約５ｍ

海域

約5.7ｋｍ
（うち，約
2.5ｋｍは

発振のみ）

中型エアガン
発振

容量 480 cu.in.
水深５～15ｍに適用

約５ｍ

ハイドロフォン
及び

３成分加速度
センサ

約25ｍ
大型エアガン

発振
容量 1,500 cu.in.

水深15ｍ以上に適用

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（１／３）

調査位置及び仕様

• 表に示す仕様により実施した陸海連続弾性波探査
のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ
解析を行った。

2-11

敷地境界

2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「敷地周辺の陸海連続弾性波探査（本編資料P.2-18，P.2-19参照）」
の調査位置及び仕様を示したものである。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-11 再掲



反射法地震探査結果に屈折法地震探査による速度構造図を重ねた図

W
E

F F’
海岸線

敷地近傍
陸側 海側

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

V.E.≒1

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（２／３）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

• 屈折法地震探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，速
度構造モデルを作成した。

2-12

0 250m 500m

2-2 各種弾性波探査の内容

0

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-12 再掲



2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容（３／３）
初

動
走

時
（
ｍ

ｓ
）

距離（ｍ）

SP‐3014
▼

SP‐3446
▼

SP‐3838
▼

SP‐4440
▼

SP‐4250
▼

SP‐4630
▼

発振点は発振間隔（陸域約10ｍ，海域約５ｍ）を間引いて６点のみ表示

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比
較することで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できて
いることから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較

観測走時

計算走時

F’F

2-13
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-13 再掲



2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（１／４）

深部ボーリング
SD-1孔(掘削長約2,500ｍ）

反射法地震探査及び
オフセットＶＳＰ探査測線

解析断面位置

凡 例

国土地理院1/25，000数値地図【大間】に加筆

調査位置図

調査位置

• 地震基盤までの速度構造を把握するために，上図に示す調査測線で反射法地震探査及び深部
ボーリングSD-1孔を利用したオフセットＶＳＰ探査を実施した。

2-14
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「反射法地震探査及びオフセットVSP探査（本編資料P.2-33～P.2-35参照）」の調査位置を示したものである。

G G’

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-14 再掲



2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（２／４）

孔内３成分受振器ＶＳＰ発振風景

検層車

観測車起振車

櫓

弾性波

反射波

直接波
マルチレベル
孔内受振器

項 目
仕 様

Ｐ波発振 Ｓ波発振

孔内受振系

受振深度 深度20～2,480ｍ

孔内受振点間隔 15ｍ（一部区間100ｍ）

受振点数 119点

受振器 ３成分受振器

地表受振系

測線長 3.0ｋｍ 0.86ｋｍ（敷地内）

地表受振点間隔 10ｍ

受振点数 301点 87点

発振系

発振測線長 3.0ｋｍ 0.86ｋｍ（敷地内）

発振源 大型バイブレータ２台 Ｓ波バイブレータ１台

標準発振点間隔 50ｍ

総発振点数 60点 18点（敷地内）

地表受振器

調査仕様

• 表に示す仕様により実施したオフセットＶ
ＳＰ探査のデータを用い，「2-2-6」に示す
手順でトモグラフィ解析を行った。

2-15
2-2 各種弾性波探査の内容

注）本頁は，「反射法地震探査及びオフセットVSP探査
（本編資料P.2-33～P.2-35）」の調査仕様を示した
ものである。

第822回審査会合
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2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（３／４）

反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査のトモグラフィ解析結果

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデル

敷地範囲

反射断面図

0

-1000

-2000

-3000

G G’

G

G’
E

長浜層

5000

4000

3000

V.E.=0.5

0

-1000

-2000

-3000

-500

-1500

-2500

-500

-1500

-2500

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

SD-1孔の柱状図※
※：地質柱状図の凡例は，本編資料P.2-30

深部ボーリング調査結果と同じ

縦横比 1：2

Ｐ波
速度
(ｍ/s)

• オフセットＶＳＰ探査のデータを用い，「2-2-6」に示す手順でトモグラフィ解析を行うことにより，
速度構造モデルを作成した。

2-16
2-2 各種弾性波探査の内容

ＶＳＰ解析結果 反射法解析結果

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-16 再掲

トモグラフィ解析結果



2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容（４／４）

初
動

走
時

（
ｍ

ｓ
）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルでの計算走時と観測走時の比較
（地表受振系の初動走時）

距離（ｍ）

トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルの妥当性の確認

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルで計算した初動走時と観測による初動走時を比較す
ることで，速度構造モデルの妥当性を確認した。

• トモグラフィ解析により作成した速度構造モデルによる計算走時は，観測走時を良く再現できているこ
とから，トモグラフィ解析による速度構造モデルは妥当であると判断した。

観測走時

計算走時

G

2-17
2-2 各種弾性波探査の内容

G’

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-17 再掲



2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（１／３）

解析手順

• 「2-2-2」～「2-2-5」に示す，各種弾性波探査で得られたデータを用いたトモグラフィ解析の手順を示す。
• 本フローに示すように，100パターンのランダムな初期速度構造モデル※１に対し，トモグラフィックインバージョンを実施
し，これにより出来上がった100パターンの収束速度構造を平均した平均速度分布を最終の速度構造モデルとした。

初期モデルランダム化

初期速度構造モデル
解析領域セル分割

（P.2-19参照）

計算走時の算出

残差を計算

残差が許容範囲か？

Yes

反復計算

トモグラフィ結果
速度構造

No
速度構造の修正

最終の速度構造モデル

<トモグラフィックインバージョン>
100パターンのランダムな初期速度構造モデル※１に対し
トモグラフィックインバージョンを実施

初動読み取り走時※２

100パターンのトモグラフィックインバー
ジョン結果より平均速度分布を得る。

※１ 100パターンの初期速度構造モデルの詳細については，P.2-19，Ｐ.2-20を参照。
※２ 初動の読み取りに用いた発振記録については，第822回審査会合資料 机上配布資料３を参照。

2-18
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-18 再掲



解析領域セル分割及び初期速度構造モデル

• 解析領域セル分割でのセルのサイズは，解析精
度を確保するために，探査における発振点間隔
又は受振点間隔を考慮して設定した。

• 初期速度構造モデルは，一定速度勾配の成層
速度構造モデルをランダムに100パターン作成し
た。

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（２／３）

探査名
トモグラフィ解析でのセルのサイズ

備 考
水平方向 鉛直方向

敷地周辺陸域の屈折法地震探査 100ｍ 100ｍ 受振点間隔（敷地外100ｍ，敷地内50ｍ）を考慮して設定。

敷地周辺海域の屈折法地震探査 100ｍ 20ｍ 発振点間隔（敷地外200～300ｍ）を考慮して設定。

敷地周辺の陸海連続弾性波探査 10ｍ 10ｍ 発振点間隔（５～10ｍ）を考慮して設定。

反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査 10ｍ 10ｍ 受振点間隔（地表10ｍ，孔内15ｍ）を考慮して設定。

１．解析領域セル分割

２．初期速度構造モデルの設定条件

（敷地周辺陸域の屈折法地震探査を例として示す）

Ｖｐ(ｍ/ｓ）

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

初期速度構造モデルの設定条件
（成層速度モデルの深度と速度の関係）

 初期速度構造モデルとして，
十分に広い範囲をカバーでき
るように100パターンのランダ
ムな速度勾配をもつ成層モデ
ルを設定した。

 初期速度構造モデル（成層モ
デル）の例を次ページに示す。

2-19
2-2 各種弾性波探査の内容

第822回審査会合
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トモグラフィ解析
（敷地周辺陸域の屈折法地震探査を例として示す）

• ランダムな100パターンの初期速
度構造モデルに対するトモグラ
フィックインバージョンを実施し、
得られた結果の平均を最終の速
度構造モデルとした。

• 最終の速度構造モデルに対する
信頼性評価として，100パターンの
初期速度構造モデルに対して得ら
れる解析結果のばらつき（標準偏
差）と，解析メッシュ毎に通過した
波線数を平均した波線密度の分
布を整理した。

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

100パターンの初期速度構造モデル
（成層速度構造モデル）

100パターンの解析結果

トモグラフィック
インバージョン

トモグラフィック
インバージョン

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容（３／３）

距離（ｍ） 距離（ｍ）

距離（ｍ） 距離（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

１．解析例

２．解析の信頼性評価

波線密度標準偏差
距離（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

距離（ｍ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ） Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐの標準偏差（ｍ/ｓ） 波線密度

2-20

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ）Ｖｐ（ｍ/ｓ）

Ｖｐ（ｍ/ｓ）

距離（ｍ）

2-2 各種弾性波探査の内容

標高
Ｔ.Ｐ.
（ｍ）

最終の速度構造モデル（100パターンの解析結果を平均）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-20 再掲



本節の位置づけ

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （１／７）
2-21

• 本編資料「深部ボーリング調査結果 ①柱状図（本編資料P.2-30参照）」の詳細として，深部
ボーリングSD-1孔の調査で確認した，易国間層，大間層，貫入岩（玄武岩），桧川層，金八沢層，
長浜層について，各層の代表的なコア写真を次頁以降に示す。

• なお，深部ボーリングSD-1孔の地質柱状図及びコア写真については，第822回審査会合資料
机上配布資料２の「1．」に示す。

第822回審査会合
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淡灰色火山礫凝灰岩、凝灰角礫岩易国間層の性状

孔口標高Ｔ.Ｐ.+26.13ｍ

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （２／７）

淡灰色
火山礫
凝灰岩

凝灰
角礫岩

安山岩溶岩（塊状）

安山岩溶岩（角礫状）
Ｔ.Ｐ.-133.87ｍ～-138.87ｍ（深度160ｍ～165ｍ）

Ｔ.Ｐ.-78.87ｍ～-83.87ｍ（深度105ｍ～110ｍ）

Ｔ.Ｐ.-23.87ｍ～-33.87ｍ（深度50ｍ～60ｍ）

2-22

柱状図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-22 再掲



シルト岩
大間層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （３／７）

酸性凝灰岩

軽石凝灰岩
Ｔ.Ｐ.-343.87ｍ～-348.87ｍ（深度370ｍ～375ｍ）

Ｔ.Ｐ.-288.87ｍ～-293.87ｍ（深度315ｍ～320ｍ）

Ｔ.Ｐ.-178.87ｍ～-183.87ｍ（深度205ｍ～210ｍ）

2-23

柱状図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-23 再掲



貫入岩（玄武岩）の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （４／７）

貫入岩（玄武岩）

Ｔ.Ｐ.-553.87ｍ～-563.87ｍ（深度580ｍ～590ｍ）

2-24

柱状図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-24 再掲



火山砕屑岩

桧川層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （５／７）

凝灰質砂岩

Ｔ.Ｐ.-1,223.87ｍ～-1,228.87ｍ（深度1,250ｍ～1,255ｍ）

Ｔ.Ｐ.-1,283.87ｍ～-1,288.87ｍ（深度1,310ｍ～1,315ｍ）

2-25

柱状図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-25 再掲



泥岩・頁岩

金八沢層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （６／７）

礫岩
Ｔ.Ｐ.-2,073.87ｍ～-2,076.87ｍ（深度2,100ｍ～2,103ｍ）

Ｔ.Ｐ.-1,873.87ｍ～-1,876.87ｍ（深度1,900ｍ～1,903ｍ）

2-26

柱状図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-26 再掲



長浜層の性状

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真） （７／７）

粘板岩

Ｔ.Ｐ.-2,273.87ｍ～-2,276.87ｍ（深度2,300ｍ～2,303ｍ）

2-27

柱状図凡例 Ｔ.Ｐ.-2,210ｍ

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-27 再掲



SD-1孔 地震基盤(Ｔ.Ｐ.-2,210ｍ)付近のカッティングス及びスポットコア

T.P.-2,209ｍ（深度2,235ｍ）
カッティングス：礫岩
黒色泥質岩(bms)，灰色泥質岩(gms)，凝灰岩(tf)，赤色チャート
(rch)，白色脈(wv)等が認められ，岩種は泥質岩を基質とする礫岩
と判断される。

T.P.-2,214ｍ（深度2,240ｍ）
カッティングス：粘板岩
縞模様の組織が特徴的な灰色粘板岩(gsl)のカッティングスが多く認
められ，その他に少量の黒色泥質岩(bms)，灰色泥質岩(gms)，白色
脈(wv)等が見られる。安山岩，凝灰岩等のカッティングスは少なく，
岩種は粘板岩と判断される。

新第三系(金八沢層)

先新第三系(長浜層)

gsl

gsl

gsl
wv

gms
bms

bms
bms

tf
gms

wv

rch

bms

Ｔ.Ｐ.-2,173.87ｍ～-2,176.87ｍ
（深度2,200ｍ～2,203ｍ）
スポットコア：礫岩
玄武岩，珪質岩等の礫からなる礫岩。基質は黒色泥質
岩からなる。

T.P.-2,273.87ｍ～-2,276.87ｍ
（深度2,300ｍ～2,303m）
スポットコア：粘板岩
縞状組織を有する珪質な粘板岩からなり，石英等の白
色鉱物脈を伴う。

2-4 地震基盤付近のカッティングス及びスポットコアによる岩種判定
2-28

1mm

• 本編資料「深部ボーリング調査結果 ②長浜層の確認（本編資料P.2-31参照）」の詳細として，新第三系（金八沢層）と
先新第三系（長浜層）の境界部のカッティングスの観察結果とスポットコアによる岩種判定について本頁に示す。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-28 再掲



重力異常図とデイサイト貫入岩推定分布範囲

デイサイト貫入岩の
推定分布範囲

0.5

2-5 デイサイトの分布について

• 重力探査結果によれば，原子炉建屋の北方において南北１ｋｍ程度，東西0.7ｋｍ程度の範囲の高重力異常域が分布する。
• ボーリング調査の結果から，この高重力異常域にはデイサイトの貫入岩が餅盤状に分布すると推定される。

2-29

注）本頁は，本編資料Ｐ.2-40において「デイサイトの分布範囲は，敷地の北部に限定される。」としたことの詳細を示したものである。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-29 再掲



大間層のボーリングコア写真掲載の対象孔

• 次頁以降に，図中の青丸印をつけたボーリング孔のうち，X-X’断面を
除く５断面（Y-Y’断面，a-a’断面～d-d’断面）のボーリング孔について
大間層のボーリングコア写真を示す。

2-6 大間層の性状について（１／６）

※ X-X’断面上のN-5孔，D-7孔のボーリングコア写真は本編資料P.2-47に示す。

2-30

*１ 設置許可基準規則第三条の対象となる耐震重要施設（間接支持構造物を含む）。
*２ 設置許可基準規則第三十八条の対象となる常設耐震重要重大事故防止設備又

は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設
（特定重大事故等対処施設及び防護上の観点から公開不可の施設を除く）。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-30 再掲



N-1孔，SB-036孔

2-6 大間層の性状について（２／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-036孔
Ｔ.Ｐ.-250.49ｍ～Ｔ.Ｐ.-280.49ｍ

（深度288ｍ～318ｍ）

T.P.-260ｍ
②

Y-Y’断面

N-1孔
SB-036孔

大間層

易国間層

X-X’Y Y’

① N-1孔
Ｔ.Ｐ.-249.75ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.75ｍ

（深度265ｍ～295ｍ）

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：東西方向Y-Y’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.2」を参照。

2-31

岩盤分類図凡例

①

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-31 再掲



SC-016孔，SB-003孔

2-6 大間層の性状について（３／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-003孔
Ｔ.Ｐ.-249.97ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.97ｍ

（深度277ｍ～307ｍ）

① SC-016孔
Ｔ.Ｐ.-249.94ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.94ｍ

（深度280ｍ～310ｍ）

a－a’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ① ②

大間層

易国間層

b-b’a a’

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向a-a’断面のボーリング孔でのＴ.Ｐ.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.3」を参照。

2-32

SC-016孔 SB-003孔

岩盤分類図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-32 再掲



SB-004孔，SB-032孔

2-6 大間層の性状について（４／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

① SB-004孔
Ｔ.Ｐ.-249.77ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.77ｍ

（深度270ｍ～300ｍ）

② SB-032孔
Ｔ.Ｐ.-249.87ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.87ｍ

（深度276ｍ～306ｍ）

b－b’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ

SB-032孔

大間層

易国間層

b b’

SB-004孔

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

a-a’

※ ：東西方向b-b’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.4」を参照。
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岩盤分類図凡例

① ②

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-33 再掲



SB-016孔，SB-018孔

2-6 大間層の性状について（５／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

② SB-016孔
Ｔ.Ｐ.-249.90ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.90ｍ

（深度266ｍ～296ｍ）

① SB-018孔
Ｔ.Ｐ.-249.88ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.88ｍ

（深度277ｍ～307ｍ）

c－c’断面

Ｔ.Ｐ.-260ｍ
① ②

SB-016孔

大間層

易国間層

Y-Y’
C C’SB-018孔

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向c-c’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.5」を参照。
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岩盤分類図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-34 再掲



SB-033孔，SB-035孔

2-6 大間層の性状について（６／６）

・大間層は新鮮であり，風化は認められない。

風 化 区 分

凡 例 風化区分 判 定 基 準

風化 風化により褐色化しているもの

新鮮 風化が認められないもの

① SB-035孔
Ｔ.Ｐ.-249.66ｍ～Ｔ.Ｐ.-279.66ｍ

（深度282ｍ～312ｍ）

② SB-033孔
Ｔ.Ｐ.-250.10ｍ～Ｔ.Ｐ.-280.10ｍ

（深度273ｍ～303ｍ）

Ｔ.Ｐ.-260ｍ
① ②

大間層

易国間層

ｄ－ｄ’断面

SB-033孔
SB-035孔

Y-Y’

凡例 ：Ｔ.Ｐ.-260ｍ

※ ：南北方向d-d’断面のボーリング孔でのT.P.-260ｍ付近のコア写真は，
第822回審査会合資料 机上配布資料２の「3.3.6」を参照。
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岩盤分類図凡例

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-35 再掲



S波速度(ｍ/ｓ)

切り出した断面を例として本編資料Ｐ.2-61に示している。

• ジョイントインバージョン解析により作成した三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全
体の鳥瞰図を示す。

2-7 三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全体の作成結果

評価範囲（10ｋｍ×10ｋｍ）

標高
Ｔ.Ｐ.
(ｍ)

2-36

注）三次元地下構造モデルのうち，評価範囲（10ｋｍ×10ｋｍ）の鳥瞰図については，本編資料P.2-60を参照。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.2-36 再掲
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2-8 水平成層モデルの諸元 （１／２）

「2.2.3 深部の地下構造の影響検討」に用いた水平成層モデル
コメントNo.S3-11

炉心位置の
水平成層モデル

解放基盤表面
▼Ｔ.Ｐ.-260ｍ

水平成層モデル

▼Ｔ.Ｐ.-3000ｍ

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

Ｖｓ（ｍ/ｓ）
500 1000 1500 2000 2500 3000

-500

-2500

-1000

-1500

-3000

-2000

-260
0 3 42

速度（ｋｍ/ｓ)

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

水平成層モデルの速度構造

：Ｖｓ構造

凡例

※１ ：上端標高及び層厚は整数にて表示。
※２ ：速度層区分は，Ｐ.2-44の図に示す。

1

注）本頁は，本編資料「2.2.3 深部の地下構造の影響検討」に用いた
水平成層モデル（本編資料Ｐ.2-81，Ｐ.2-82参照）の諸元を示した
ものである。

上端標高※１

Ｔ.Ｐ.（ｍ）
層厚※１

（ｍ）
速度層
区分※２

密度
ρ（ｔ/ｍ3）

Ｓ波速度
Ｖｓ（ｋｍ/ｓ）

減衰定数
ｈ（％）

-260 18 

⑥

1.85 0.88 2.0

-278 20 1.86 0.88 2.0

-298 20 1.86 0.89 2.0

-318 20 1.87 0.89 2.0

-339 14 
⑦

1.88 0.90 0.25 

-353 14 1.89 0.92 0.25 

-367 87 

⑩

2.23 1.54 0.25 

-453 87 2.26 1.62 0.25 

-540 87 2.30 1.70 0.25 

-627 87 2.33 1.77 0.25 

-713 87 2.36 1.85 0.25 

-800 476 ⑪ 2.45 2.08 0.25 

-1276 468 ⑫ 2.45 2.08 0.25 

-1744 76 

⑬

2.58 2.53 0.25 

-1821 76 2.59 2.59 0.25 

-1897 76 2.61 2.64 0.25 

-1973 76 2.62 2.70 0.25 

-2050 76 2.63 2.75 0.25 

-2126 874 ⑭ 2.69 3.15 0.10 
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2-8 水平成層モデルの諸元 （２／２）

「2.2.4 浅部の地下構造の影響検討」に用いた水平成層モデル
コメントNo.S3-11

地表面
▼Ｔ.Ｐ.12ｍ

▼Ｔ.Ｐ.-3000ｍ

500 1000 1500 2000 2500 3000

Vs(m/s)

速度（ｋｍ/ｓ)

0 3 42

-500

-2500

-1000

-1500

-3000

-2000

12

炉心位置の
水平成層モデル

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

Ｔ
.Ｐ

.（
ｍ

）

水平成層モデル

水平成層モデルの速度構造

：Ｖｓ構造

凡例上端標高※１

Ｔ.Ｐ.（ｍ）
層厚※１

（ｍ）
速度層区分※２ 密度

ρ（ｔ/ｍ3）
Ｓ波速度

Ｖｓ（ｋｍ/ｓ）
減衰定数

ｈ（％）

12 2 ① 1.64 0.32 8.6

10 38 ② 1.91 0.82 8.4 

-28 96 ③ 2.09 1.12 10

-124 41 ④ 1.48 0.56 3.8 

-164 91 ⑤ 1.55 0.66 2.0 

-255 24 

⑥

1.85 0.88 2.0 

-278 20 1.86 0.88 2.0 

-298 20 1.86 0.89 2.0 

-318 20 1.87 0.89 2.0 

-339 14 
⑦

1.88 0.90 0.25 

-353 14 1.89 0.92 0.25 

-367 87 

⑩

2.23 1.54 0.25 

-453 87 2.26 1.62 0.25 

-540 87 2.30 1.70 0.25 

-627 87 2.33 1.77 0.25 

-713 87 2.36 1.85 0.25 

-800 476 ⑪ 2.45 2.08 0.25 

-1276 468 ⑫ 2.45 2.08 0.25 

-1744 76 

⑬

2.58 2.53 0.25 

-1821 76 2.59 2.59 0.25 

-1897 76 2.61 2.64 0.25 

-1973 76 2.62 2.70 0.25 

-2050 76 2.63 2.75 0.25 

-2126 874 ⑭ 2.69 3.15 0.10 

1

注）本頁は，本編資料「2.2.4.2 二次元ＦＥＭモデルによる検討」
に用いた水平成層モデル（本編資料Ｐ.2-131～Ｐ.2-133参照）
の諸元を示したものである。

※１ ：上端標高及び層厚は整数にて表示。
※２ ：速度層区分は，Ｐ.2-44の図に示す。
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コメントNo.S3-11

• 二次元ＦＥＭモデルによる検討については，深部の地下構造の影響検討と同様に，中心周期1.0秒及び0.2秒の
リッカー波を入力波とした解析を実施した。

• 三次元差分法モデルによる検討については，既往の研究事例での検討実績等※を考慮の上，中心周期1.0秒の
リッカー波を入力波とした解析を実施し，二次元ＦＥＭモデルによる検討結果との整合性を確認した。

○検討項目と解析に用いたリッカー波の中心周期との関係

検討項目
リッカー波の中心周期

1.0秒 0.2秒

二次元ＦＥＭモデルによる検討（2.2.4.2項） 実施 実施

三次元差分法モデルによる確認（2.2.4.3項） 実施 実施しない

応答の比較
2.2.4.3.4項，
2.2.4.3.5項

※： 既往の研究事例での検討実績等については，Ｐ.2-40を参照。

2-9 検討項目とリッカー波の中心周期（１／３）

注）本節は，本編資料2.2.4.1項（本編資料P.2-129参照）及び
本編資料2.2.4.3項（本編資料Ｐ.2-203，Ｐ.2-204参照）に
関する補足説明資料。
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１．既往の研究事例

浅部・深部地盤を対象とした解析事例は，１Hz～２Hz程度よりも低周波数側の範囲で実施されている。

文献 対象周波数
最小Ｖｓ
（ｍ/ｓ）

最小波長
（ｍ）

水平格子
間隔（ｍ）

対象地域

地震調査研究推進
本部（2017）

１Hzより
低周波数側

350 350 70 関東平野

片岡・永野（2020）3) 0.1～１Hz 100 100 20 大阪平野

新色・山中(2013) 4) 1.3Hz（周期0.75秒）より
低周波数側

100 75 15 石巻平野

上林ら(2010) 5) ２Hzより
低周波数側

200 100 20 大阪平野 浅部の構造を含む三次元
差分法モデルによる解析
は，１Hz～２Hz程度よりも
低周波数側の範囲で実施
されている。

• 既往の研究事例及び文献等の実績によれば，浅部の構造を含む三次元差分法モデルによる解析は１Hz
～２Hz程度よりも低周波数側の範囲で実施されている。

• 地震調査研究推進本部（2017）２）の概要については，Ｐ.2-41を参照。

２．文献等※による知見からの判断

■留意事項

• 差分法は，格子点上に物性値を与える手法であり，速度層が傾斜している場合には境界面が階段状にモデル

化され，段差の部分からの散乱波により誤差が生じるとされている。

ここで，高周波数のリッカー波を入射させた場合，低速度層では波長が短くなることにより，１せん断波あたりに

通過する格子の数が少なくなり，散乱波が生じやすくなる。

■モデル化の条件

• モデルの格子間隔は，入力波１波長の５分の１を十分に満足する必要がある。

• 入力波が，上記のモデルの格子間隔との関係性に比べて，高周波数側となる場合は，テイラー展開による離

散化による誤差が大きくなる。

浅部・深部地盤を対象とした三次元差分法による既往の研究事例の周波数範囲

※： 例えば，盛川・山中（2019）6）

2-9 検討項目とリッカー波の中心周期（２／３）

三次元差分法モデルによる検討において対象とされている周波数範囲
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• 地震調査研究推進本部（2017）においては，地震動ハザードを評価するために作成した関東地方の浅部・深部統
合地盤構造モデルについて，モデル作成に用いたデータや具体的な作業手法について説明されている。

• 具体的な作業手法のうち，三次元速度構造モデルの検証として，周期１秒以上の長周期帯域での差分法を用い
た地震動の再現計算が行われている。

2-9 検討項目とリッカー波の中心周期（３／３）

地震調査研究推進本部（2017）の概要

計算に使用するモデルの範囲

• 長周期成分の地震動の再現性によるモデルの検証を行

うため，周期１秒よりも長周期側の解析が行われている。

• 解析に当たっては，赤点線（Ｖｓ＝350ｍ/ｓの上面）を解放

工学的基盤上面として計算が行われている。

地震動の長周期成分の波形再現性と
短周期成分のサイト増幅特性を考慮した検討の流れ

• 浅部・深部統合地盤構造モデルを用いて三次元差分法に

よる地震動シミュレーションを行い，長周期成分の地震動の

再現性によるモデルの検証が行われている。（フロー右側）

観測記録と差分法による計算波形の比較例

（秒）

凡例
：地震観測記録
：浅部・深部統合地盤構造モデル
：J-SHISモデル

数字：最大速度

• 三次元差分法による再現計算の波形と観測記録の

波形の比較が行われている。

（地震調査研究推進本部（2017）より抜粋） （地震調査研究推進本部（2017）より抜粋） （地震調査研究推進本部（2017）に一部加筆・修正）

地震： 2015/1/30 20:31 Mｊ4.8
記録： K-NET TCG006 小川観測点 NS成分の波形



（余白）

2-42



解放基盤表面以浅の構造を含む二次元ＦＥＭモデルの地盤物性値
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• 解放基盤表面以浅の構造を含む二次元ＦＥＭモデルの
地盤物性値を左表に示す。

• 二次元ＦＥＭモデルの速度層区分は，次頁の図に示す。

地盤物性値

※１：速度層①～⑤，北①～⑤のρは，ボーリングコア等から採取した試料の物理試験結果に
基づき設定。
速度層⑥～⑭のρは，ジョイントインバージョン解析で得られた三次元地下構造モデルに
基づき設定。

※２：速度層①～⑤，北①～④のＶｓは，本編資料Ｐ.2-41及びＰ.2-42に示す原子炉建屋設置
位置付近のボーリング孔で実施したＰＳ検層の結果に基づき設定。
速度層北⑤のＶｓは，本編資料Ｐ.2-41のA’-7，P-4 ，P.2-46のSB-034等のボーリング孔
で実施した玄武岩（角礫状）のPS検層結果に基づき設定。
速度層⑥～⑭のVsは，ジョイントインバージョン解析で得られた三次元地下構造モデルに
基づき設定。

※３：各層のｈは，本編資料の５章で示す，最適化地盤モデルの５Hzに相当するQs値に基づき
設定。

2-10 二次元ＦＥＭモデルの地盤物性値（１／２）

注）本節は，本編資料「2.2.4.2 二次元ＦＥＭモデルによる検討」に
用いた二次元ＦＥＭモデル（本編資料Ｐ.2-132，Ｐ.2-133参照）
の地盤物性値に関する補足説明資料。

速度層区分  地層・岩盤区分
密度※１

ρ（t/m3）

S波速度※２

Vs（km/s）
減衰定数※３

ｈ（％）

①
第四系・火山砕屑岩
（風化部）

1.64 0.32 8.6

② 易国間層上部層 1.91 0.82 8.4

③ 易国間層下部層 2.09 1.12 10

④ 大間層 1.48 0.56 3.8

⑤ 大間層 1.55 0.66 2.0

北① 大畑層 2.12 0.54 3.8

北② 易国間層・大間層 1.54 0.49 3.8

北③ 大間層 1.60 0.60 3.8

北④ デイサイト 2.39 1.68 0.25

北⑤ 玄武岩（角礫状） 2.13 1.14 10

⑥ 大間層 1.83～1.89 0.86～0.92 2.0

⑦ 大間層 1.88～1.90 0.90～0.93 0.25

⑧ 大間層 1.50 0.39 3.8

⑨ 玄武岩 2.15～2.16 1.36～1.37 0.25

⑩ 玄武岩 2.17～2.42 1.41～2.01 0.25

⑪ 桧川・金八沢層 2.45～2.46 2.07～2.09 0.25

⑫ 桧川・金八沢層 2.45～2.46 2.07～2.09 0.25

⑬ 桧川・金八沢層 2.57～2.63 2.51～2.76 0.25

⑭ 長浜層 2.69 3.15 0.10



解放基盤表面以浅の構造を含む二次元ＦＥＭモデルの速度層区分
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2-10 二次元ＦＥＭモデルの地盤物性値（２／２）
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浅部構造の影響確認（Ｔ.Ｐ.-260ｍにおける評価範囲）

• 解放基盤表面の設定深さ（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）における評価範囲は，重要な安全機能を有する施設※２の設置範囲を考慮して設定した。
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※２：「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」の第三条の「耐震重要施設」及び第三十八条の「重大事故等対処施設」をいう。

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１／２６）

緊急時対策棟
設置位置

原子炉建屋
設置位置

200ｍ0

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

プ
ラ

ン
ト

東
西

方
向

Ｙ
-
Ｙ

’
断

面

評価範囲

評
価

範
囲

モデル範囲

常設重大事故等対処施設※１

耐震重要施設

敷地境界

※１：トレンチ等を除いて図示。

凡 例

注）本節は，本編資料「2.2.4.3 三次元差分法モデルによる確認」に関する補足説明資料。
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 0°南北方向に振動）

• Ｐ.2-46～Ｐ.2-57に示すとおり，重要な安全機能を有する施設の設置範囲の解放基盤表面の設定深さ（Ｔ.Ｐ.-260ｍ）
における各評価点の最大応答値は，安定している。
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 0°東西方向に振動）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（３／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°北側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（４／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°南側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（５／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°東側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（６／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°西側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（７／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 0°南北方向に振動）
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凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（８／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 0°東西方向に振動）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（９／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°北側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１０／２６）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１１／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-260ｍ，入射角 45°東側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１２／２６）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１３／２６）
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浅部構造の影響確認（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍにおける評価範囲）

• 原子炉建屋の支持地盤に近い位置（T.P.-7.5ｍ）における評価範囲は，重要な安全機能を有する施設※２の設置範囲を考慮
して設定した。
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※２：「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」の第三条の「耐震重要施設」及び第三十八条の「重大事故等対処施設」をいう。

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１４／２６）

緊急時対策棟
設置位置

原子炉建屋
設置位置

200ｍ0

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

プ
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ト

東
西

方
向

Ｙ
-
Ｙ

’
断

面

評価範囲

評
価

範
囲

モデル範囲

常設重大事故等対処施設※１

耐震重要施設

敷地境界

※１：トレンチ等を除いて図示。

凡 例

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア



浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 0°南北方向に振動）

• Ｐ.2-59～Ｐ.2-70に示すとおり，原子炉建屋設置エリア及び緊急時対策棟設置エリアともに，原子炉建屋の支持地盤に
近い位置（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）における各評価点の最大応答値は，安定している。
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１５／２６）
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※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 0°東西方向に振動）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１６／２６）

※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°北側から入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１７／２６）

※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°南側から入射）

2-62

コメントNo.S3-11

原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１８／２６）

※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°東側から入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（１９／２６）

※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア
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浅部構造の影響確認（プラント南北方向Ｘ－Ｘ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°西側から入射）
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原子炉建屋
設置位置

緊急時対策棟
設置位置

炉心位置

プラント南北方向Ｘ-Ｘ’断面

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア

凡例

：常設重大事故等対処施設※１

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※１：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２０／２６）

※２：エリア毎の評価範囲内の評価点での
最大応答値の平均値。

緊急時対策棟設置エリア 原子炉建屋設置エリア
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２１／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 0°東西方向に振動）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２２／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°北側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２３／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°南側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２４／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°東側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２５／２６）
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浅部構造の影響確認（プラント東西方向Ｙ－Ｙ’断面位置，Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ，入射角 45°西側より入射）
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原子炉建屋
設置位置

炉心位置

プラント東西方向Ｙ-Ｙ’断面

凡例

：常設重大事故等対処施設※

：耐震重要施設

：敷地境界

：評価点

※：トレンチ等を除いて図示

2-11 三次元差分法モデルによる解析結果（２６／２６）
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３．観測記録による地下構造評価
3-1

１．地震動評価に用いる地下構造モデルの作成の流れ

２．地質調査及び地球物理学的調査による地下構造評価
2-1 敷地周辺の重力探査の内容
2-2 各種弾性波探査の内容

2-2-1 各種弾性波探査及びトモグラフィ解析の流れ
2-2-2 敷地周辺陸域の屈折法地震探査の内容
2-2-3 敷地周辺海域の屈折法地震探査の内容

2-2-4 敷地周辺の陸海連続弾性波探査の内容

2-2-5 反射法地震探査及びオフセットＶＳＰ探査の内容

2-2-6 各種屈折法地震探査データによるトモグラフィ解析の内容

2-3 深部ボーリングの調査結果（柱状図及びコア写真）

2-4 地震基盤付近のカッティングス及びスポットコアによる岩種判定

2-5 デイサイトの分布について

2-6 大間層の性状について

2-7 三次元地下構造モデル作成範囲（30ｋｍ×40ｋｍ）全体の作成結果

2-8 水平成層モデルの諸元
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3-1 検討において対象とした周期帯について

地震観測記録による検討及び一次元地下構造モデルの作成において対象とした周期帯

地震動のＨ／Ｖスペクトル比に基づく検討

基準化スペクトルに基づく検討

常時微動の観測記録に基づく検討

周期（秒）0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

地震観測記録による検討 （本編資料３章）

地震観測記録による検討

常時微動観測記録による検討

最適化地盤モデル（浅部）の作成

最適化地盤モデル（深部）の作成

観測記録のシミュレーション解析

スペクトルインバージョン解析

地震波干渉法

微動アレイ観測

三次元Ｑ値に基づく敷地周辺のＱ値との比較

周期（秒）0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

最大振幅法によるＱ値
◆

一次元地下構造モデルの作成 （本編資料５章）

深部地下構造モデルの作成

浅部地下構造モデルの作成

浅部地下構造モデル

妥当性の検証

深部地下構造モデル

妥当性の検証

KiK-net観測点との応答スペクトル比に基づく検討，異なる深度の応答スぺクトル比に基づく検討

解放基盤表面における地震動の特徴
解放基盤表面における地震動の特徴

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-2 再掲
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• Kobayashi et al.（2000）１）では，Ｐ波部のＨ／Ｖスペクトル比が，堆積層のP波入射による伝達関数に強く依存することに着目し，
Ｈ／Ｖスペクトル比の逆解析により，地下構造を推定する手法が提案されている。

• 佐藤ほか（2011）２）では，Ｓ波部のＨ／Ｖスペクトル比も敷地の地盤特性に依存すると考え，地震動の増幅特性の異方性を評価する
手法として，地震波の到来方向によるＳ波部のＨ／Ｖスペクトル比の変動を指標とすることを提案している。

• また，同手法を地下構造が既知の関東平野に適用し，地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点と，不整形性が
大きい関東平野外縁部の観測点を対象に，地震観測記録により手法の有効性を確認している。

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （１／３）
3-3

Ｐ波部のＨ／Ｖスペクトル比が堆積層のＰ波入射による伝達関数

に強く依存することに着目。

Ｈ／Ｖスペクトル比の逆解析による地下構造の推定手法を提案。

Ｓ波部のＨ／Ｖスペクトル比も，敷地の地盤特性に依存すると考え

られ，地下構造の不整形性に伴う地震波の到来方向による地震

動の増幅特性の差異（異方性）があれば，Ｓ波部のＨ／Ｖスペクト

ル比に変動が生じることが期待される。

評価手法の有効性を関東平野の地震観測記録により確認。

佐藤ほか（2011）における検討の流れ

【既往の知見 Kobayashi et al.（2000）】

【既往の知見を踏まえた評価手法の提案】

【評価手法の有効性の確認】

地震動の増幅特性の異方性を評価する手法として，地震波の

到来方向によるＳ波部のＨ／Ｖスペクトル比の変動を指標とする

ことを提案。

Kobayashi et al.（2000）

佐藤ほか（2011）（Ｓ波入射を仮定）

注）本節は，本編資料3.2.1項に関する補足説明資料。

第822回審査会合
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• 佐藤ほか(2011)では，地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点※１と，地下構造の不整形性が大きい
関東平野外縁部の観測点※２について，それぞれ到来方向による平均Ｈ／Ｖスペクトル比の標準偏差が求められている。

※１ ：SITH01，IBRH10，IBR014，CHB001
※２ ：SIT004，SIT005，SIT012，TKY003，IBRH14，IBRH19

【平野中央部】

平均
±標準偏差

SITH01

振動数（Hz)
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関東平野中央部観測点の例
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

地震グループごとの
平均Ｈ／Ｖスペクトル比

平均Ｈ／Ｖスペクトル比の
平均値と標準偏差

SITH01観測点と地震グループ

関東平野外縁部観測点の例
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

【平野外縁部】
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SIT012観測点と地震グループ

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （２／３）

佐藤ほか（2011）の検討に用いられた観測点
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

Ａ－Ａ’断面の速度構造
（佐藤ほか（2011）に基づき作成）
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（■K-NET，●KiK-net）
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• 地下構造の不整形性が小さい関東平野中央部の観測点は，不整形性が大きい関東平野外縁部の観測点と
比較して，到来方向による平均Ｈ／Ｖスペクトル比の標準偏差が小さいとされている。

佐藤ほか（2011）における平均Ｈ／Ｖスペクトル比の対数標準偏差
（佐藤ほか（2011）に一部加筆・修正）

（ａ）関東平野中央部の観測点 （ｂ）関東平野外縁部の観測点

対
数

標
準

偏
差

3-2 佐藤ほか（2011）の概要 （３／３）
第822回審査会合

資料2-2 Ｐ.3-5 再掲
3-5

平
均

H
／

V
ス

ペ
ク

ト
ル

比
の

対
数

標
準

偏
差

平
均

H
／

V
ス

ペ
ク

ト
ル

比
の

対
数

標
準

偏
差



0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.5/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.23/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.22/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.21/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.20/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.19/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.18/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.17/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.16/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.14/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.13/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.12/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.11/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
pe

c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.10/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.9/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.8/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.7/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.6/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.4/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
pe

c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.3/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.2/No.15

0.1

1

10

100

1 10

F
o
u
ri
e
r 

S
p
e
c
tr

u
m

 R
at

io

Frequency (Hz)

No.1/No.15

• 各観測点における平均基準化スペクトル※１の到来方向によるばらつきは小さい。
（地表の観測点間の平均基準化スペクトルの高振動数側の相違は，浅部地盤の影響と考えられる。）

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトルの変動の評価
Sawada et al.（2016）

※１ ： 解析区間は，各観測記録のＳ波部の
継続時間に応じて，各々Ｓ波到達以降
5.12秒，10.24秒及び20.48秒とした。

※２ ： No.５/No.15は，Sawada et al.（2016）３)

による。

※２

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトル

1
2
3
4
5
6
7
8
平均

方位グループ

Sawada et al.（2016）に一部加筆・修正

震源深さ（ｋｍ）

3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （１／４）
3-6第822回審査会合
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注）本節は，本編資料3.2.2項に関する補足説明資料。
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Ｓ波の初動部に着目した検討 （すべての観測記録の解析区間を5.12秒とした場合）

※１：解析区間をすべてＳ波到達以降5.12秒
とした。

各観測点における方位グループごとの平均基準化スペクトル
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Sawada et al.（2016）に一部加筆・修正

震源深さ（ｋｍ）
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3-7
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （２／４）

• 解放基盤表面より浅部における地震波の散乱や反射の影響を極力排除するため，Ｓ波の初動部に着目し，観測記録の解析区間を短く
設定※１ して評価した結果，継続時間に応じて評価した場合（P.3-6参照）と同様の結果が得られたことから，浅部の地下構造による地震
波の散乱，反射等の影響は小さいと考えられ，敷地の地下構造に地震動の主要動部に影響を及ぼすような不整形はないと考えられる。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-7 再掲
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• 各観測点における到来方向による地震ごとのスペクトル密度比※１のばらつきは小さい。

凡例 ：Radial成分とTransverse成分の平均

各観測点における方位別にみた地震ごとのスペクトル密度比

※１ ：解析区間は，継続時間に応じて各々Ｓ波到達以降5.12秒，10.24秒及び
20.48秒とした。

※２ ：No.5は，Sawada et al.（2016）による。
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3-8
3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （３／４）

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-8 再掲
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各観測点における地震ごとのスペクトル密度比の変動の評価
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凡例 ：Radial成分とTransverse成分の平均

※１：解析区間は，Ｓ波到達以降の5.12秒とした。

各観測点における方位別にみた地震ごとのスペクトル密度比

• 解放基盤表面より浅部における地震波の散乱や反射の影響を極力排除するため，Ｓ波の初動部に着目し，観測記録の解析区間を短く
設定※１して評価した結果，継続時間に応じて評価した場合（P.3-8参照）と同様の結果が得られたことから，浅部の地下構造による地震
波の散乱，反射等の影響は小さいと考えられ，敷地の地下構造に地震動の主要動部に影響を及ぼすような不整形はないと考えられる。
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3-3 各観測点における基準化スペクトルの検討 （４／４）
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Ｓ波の初動部に着目した検討 （すべての観測記録の解析区間を5.12秒とした場合）
No.３

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-9 再掲



• 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデルの速度構造は，観測点近傍のＰＳ検層結果とした。
• 密度（ρ）及び減衰（Ｑｓ）の値は，各観測点の地層区分及び速度構造を踏まえ，はぎとり解析に用いる浅部地下構造モデル（本編資料

Ｐ.5-19参照）の値を参照して設定した。

3-4 基盤位置における基準化スペクトルの算定に用いた地下構造モデル
3-10

No.15（基準観測点） No.5観測点

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo n

1 +12 38 1020 1.95 5.97 0.000

2 -26 94 1230 2.14 1.00 0.999

3 -120 44 550 1.60 2.62 1.000

4 -164 92 650 1.54 11.1 0.997

5 -256 ∞ 920 1.60 11.1 0.997

No.12観測点No.11観測点

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo n

1 +12 6 200 1.63 4.40 0.175

2 +6 12 790 1.95 5.97 0.000

3 -6 58 1290 2.14 1.00 0.999

4 -64 24 1370 2.14 1.00 0.999

5 -88 62 510 1.60 2.62 1.000

6 -150 78 590 1.54 11.1 0.997

7 -228 ∞ 770 1.60 11.1 0.997

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

1 +8 5 300 1.63 4.40 0.175

2 +3 38 970 1.95 5.97 0.000

3 -35 106 1270 2.14 1.00 0.999

4 -141 40 650 1.60 2.62 1.000

5 -181 74 790 1.54 11.1 0.997

6 -255 ∞ 1280 1.60 11.1 0.997

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

1 +26 12 320 1.63 4.40 0.175

2 +14 70 820 1.95 5.97 0.000

3 -56 92 1230 2.14 1.00 0.999

4 -148 34 560 1.60 2.62 1.000

5 -182 72 640 1.54 11.1 0.997

6 -254 ∞ 790 1.60 11.1 0.997

No.23観測点
（はぎとり解析に用いる浅部地下構造モデル）

層
No.

上端標高
T.P.(m)

層厚
(m)

Vs
(m/s)

ρ
(t/m3)

Ｑs

Ｑo ｎ

１ +32.5 1 53

1.47 4.47 0.453２ +31.5 1 93

３ +30.5 2 150

４ +28.5 2 220
1.63 4.40 0.175

５ +26.5 6.5 460

６ +20.0 20 720 1.95 5.97 0.000

７ 0.0 64 1020 2.14 1.00 0.999

８ -64.0 68 520 1.60 2.62 1.000

９ -132.0 98 620 1.54 11.1 0.997

10 -230.0 ∞ 860 1.60 11.1 0.997

第四系・
火山砕屑岩（風化部）

易国間層上部層※

易国間層下部層

凡例

大間層

注）本節は，本編資料3.2.2項（補足２）に関する補足説明資料。

Ｑ(ｆ) = Ｑｏ･ｆ n

f：振動数

※ ：火山砕屑岩（風化部）を除く。
（岩盤分類図は，本編資料Ｐ.2-41参照。）



3-11
3-5 各観測点における表土の層厚

各観測点の地盤の標高及び表土の層厚

凡 例

： 敷地造成の形状

+○○

約+○○

約○

： 観測点の地盤標高（T.Ｐ.（ｍ））

： 表土（第四系または盛土）の下面標高（T.Ｐ.（ｍ））※

（近接ボーリング孔の調査結果に基づく）

： 表土の層厚（ｍ）

※ 第四系及び盛土が存在しない箇所は，「－」と記載した。

コメントNo.S3-13

注）本節は，本編資料3.2.2項（補足３）に関する補足説明資料。
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検討の目的

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の
Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置とＴ.Ｐ.-7.5ｍ位置の

観測記録

震央の方位ごとにグループ分け

応答スペクトル比の算出

地震波の到来方向による
応答スペクトル比の変動の評価

検討フロー

𝑅 𝑇
𝑆 𝑇.𝑃. 7.5𝑚 𝑇
𝑆 𝑇.𝑃. 207.5𝑚 𝑇

検討方法

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点※３における
速度構造と地震計の設置位置

検討対象地震計

Ｐ波速度※２

Ｓ波速度※２

観測開始 1989年8月～

速度（ｍ/ｓ）

▽地表 Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

※２ ：SB-042孔におけるPS検層結果
※３ ：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の詳細については本編資料Ｐ.5-12を参照

※１ ：応答スペクトル比の評価式

𝑅 𝑇
𝑆 𝑇.𝑃. 7.5𝑚 𝑇
𝑆 𝑇.𝑃. 207.5𝑚 𝑇  

：応答スペクトル比

：敷地内の鉛直アレイ地震観測点（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）の加速度応答スペクトル
：敷地内の鉛直アレイ地震観測点（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の加速度応答スペクトル

3-13
3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （１／６）

注）本節は，本編資料3.2.3項に関する補足説明資料。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の最も深い地震計の位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）より

浅部の地盤について，地震動に影響を及ぼすような不整形はないことを確認する

ために，鉛直アレイ地震観測地点の異なる深度の観測記録を用いて，地震波の

到来方向による応答スペクトル比による変動を評価する。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点において，1989年８月から2018年９月までに

得られた地震観測記録のうち，マグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の

276地震の記録を対象に，最深部（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）と原子炉建屋の支持地盤に近い

位置（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）の記録の加速度応答スペクトル比※１を求め，地震波の到来方向

による変動を評価する。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-10 再掲



検討に用いた地震

• 検討には下記条件を満たす地震の観測記録を用いた。

① 鉛直アレイ地震観測地点を基準としてマグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の地震

② 十分なＳ／Ｎ比を有する観測記録

検討に用いた地震の震央分布
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （２／６）
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （３／６）

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

領域１における応答スペクトル比
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ス
ペ
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ト

ル
比

応
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比
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ル
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ＥＷ成分
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周期（ｓ）
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10

0.1

100

1

10

0.1

100

1

10

0.1

100

1

領域２における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域２

応
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比
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1
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1

• 領域１～８において，応答スペクトル比のばらつきは小さく，地震によって特異な傾向は認められない。
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （４／６）

領域４における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域４
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1

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

領域３における応答スペクトル比

領域３
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （５／６）

領域６における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域６
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ＵＤ成分
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領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

領域５における応答スペクトル比

領域５
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3-6 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比 （６／６）

領域８における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域８
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ＥＷ成分
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領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

領域７における応答スペクトル比
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （１／４）

コメントNo.S3-14
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注）本節は，本編資料3.2.3項（補足）に関する補足説明資料。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）において，水平動の周期約１秒～約２秒，鉛直動の周期約0.5秒～約１秒にピークが見られ，

同周期帯にＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷が見られる。

領域１ 領域２

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ. 7.5ｍ

Ｔ. Ｐ. 207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （２／４）

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）において，水平動の周期約１秒～約２秒，鉛直動の周期約0.5秒～約１秒にピークが見られ，

同周期帯でＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷が見られる。

領域３ 領域４

領域３における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域４における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ. 7.5ｍ

Ｔ. Ｐ. 207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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• 領域５及び領域６については，観測記録が少なく，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷の位置は必ずしも明瞭ではない。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の傾向は，領域１～４とおおむね同様である。

コメントNo.S3-14
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （３／４）

領域５ 領域６

領域５における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域６における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ. 7.5ｍ

Ｔ. Ｐ. 207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯
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• 領域７及び領域８については，領域５及び領域６と同様に観測記録が少なく，Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の応答スペクトルの谷の位置は

必ずしも明瞭ではない。

• 応答スペクトル比（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ／Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）の傾向は，領域１～４とおおむね同様である。
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3-7 領域ごとの異なる深度の応答スペクトル比の周期特性の評価 （４／４）

領域７ 領域８

領域７における周期特性の確認

NS成分 EW成分 ＵＤ成分 NS成分 EW成分 ＵＤ成分

領域８における周期特性の確認

観測記録の
応答スペクトル比

Ｔ. Ｐ. 7.5ｍ

Ｔ. Ｐ. 207.5ｍ

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-7.5ｍ）

観測記録の
応答スペクトル
（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）

[

縦
軸
線
形]

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

上段のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置の観測記録の
平均応答スペクトルを，縦軸を線形にして
表示した図

各地震

平均

±標準偏差

各地震

平均

±標準偏差

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯

： 観測記録の応答スペクトル比の平均に
ピークが見られる周期帯



検討の目的

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点と
KiK-net大間観測点において同時に

得られた観測記録

震央の方位ごとにグループ分け

応答スペクトル比の算出

地震波の到来方向による応答スペクトル比
の変動の評価

検討フロー

※応答スペクトル比の評価式

𝑅 𝑇
𝑆 𝑇 ･𝑋

𝑆 𝑇 ･𝑋  

𝑅 𝑇

𝑆 𝑇

𝑆 𝑇

𝑋
𝑋

検討方法

：応答スペクトル比

：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の加速度応答スペクトル
（地中位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ））

：KiK-net大間観測点の加速度応答スペクトル
（地中位置（標高-91.57ｍ））

：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点からの震源距離

：KiK-net大間観測点からの震源距離

3-23
3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （１／７）

注）本節は，本編資料3.2.4項に関する補足説明資料。

敷地周辺の地下構造に，地震動に影響を及ぼすような不整形はないことを確認するために，敷地内の鉛直アレイ地震観測地点及び

敷地周辺のKiK-net観測点において同時に得られた観測記録を対象に，地震波の到来方向による応答スペクトル比の変動を評価する。

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の地中位置（Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ）及びKiK-net大間

観測点の地中位置（標高-91.57ｍ）において同時に観測された，2000年７月から2018

年９月までの地震観測記録のうち，マグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内

の172地震の記録を対象に，両観測点における観測記録の応答スペクトル比※を求め，

地震波の到来方向による変動を評価する。

KiK-net大間観測点と敷地内の鉛直アレイ地震観測地点との離隔距離は２ｋｍ程度

であり，同一の地震に対してほぼ同じ伝播経路を地震波が伝わってくるとみなすこと

ができる。このため，同一の地震の両観測点における観測記録の応答スペクトルの

比を計算することにより，震源特性および伝播経路特性による影響を除去することが

可能となり，地震波の到来方向による応答スペクトル比の変動を評価することにより，

敷地周辺の地下構造による影響を確認することが可能となる。

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-16 再掲
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• 本検討においては，敷地内の鉛直アレイ地震観測地点のＴ.Ｐ.-207.5ｍ位置及びKiK-net大間観測点の標高-91.57ｍ位置の地震計に
おいて同時に得られた観測記録を用いた。

上記の速度構造図は，防災科学技術研究所 強震観測網
(http://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/)の観測点情報に
基づき作成。

地震観測点の速度構造と地震計設置位置

敷地内の鉛直アレイ地震観測地点※１における
速度構造と地震計の設置位置

大間原子力発電所敷地内の
鉛直アレイ地震観測地点

検討対象地震計

Ｐ波速度※２

Ｓ波速度※２

約２ｋｍ

観測開始 1989年8月～

KiK-net大間観測点における
速度構造と地震計の設置位置

観測開始 2000年7月～

検討対象地震計

Ｐ波速度

Ｓ波速度

速度（ｍ/ｓ） 速度（ｍ/ｓ）

▽地表 Ｔ.Ｐ.+32.5ｍ

▽地表 標高+11ｍ

▽標高-91.57ｍ

▽Ｔ.Ｐ.-207.5ｍ

敷地境界

※１ ：敷地内の鉛直アレイ地震観測地点の詳細
については本編資料Ｐ.5-12を参照

※２ ：SB-042孔におけるＰＳ検層結果

3-24
3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （２／７）

KiK-net大間観測点

第822回審査会合
資料2-2 Ｐ.3-17 再掲



検討に用いた地震

• 検討には以下の条件を満たす172地震の観測記録を用いた。

① KiK-net大間観測点の観測開始（2000年７月）から2018年９月までの地震

② 鉛直アレイ地震観測地点及びKiK-net大間観測点において，同時に観測記録が得られた地震

③ 鉛直アレイ地震観測地点を基準としてマグニチュード３以上かつ震央距離300ｋｍ以内の地震

④ 十分なＳ／Ｎ比を有する観測記録

検討に用いた地震の震央分布

3-25
3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （３／７）

第822回審査会合
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ＮＳ成分

ＥＷ成分

ＵＤ成分

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比

• 領域１～７において，応答スペクトル比のばらつきは小さく，地震によって特異な傾向は認められない。
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （４／７）

領域１における応答スペクトル比
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領域２における応答スペクトル比

領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域２
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （５／７）

領域３における応答スペクトル比
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3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （６／７）

領域５における応答スペクトル比
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領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域５
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領域８は対象地震なし

3-8 領域ごとのＫｉＫ-nｅｔ大間観測点との応答スペクトル比 （７／７）

領域７における応答スペクトル比
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領域内の平均応答スペクトル比 ±標準偏差

領域内の各地震の応答スペクトル比 領域７
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3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比 （１／２）

• Ｈ／Ｖスペクトル比の観測点位置の違いによる変動は小さく，深部構造はおおむね同様であると考えられる。

• 一方，高振動数側ではＨ／Ｖスペクトル比の変動がみられるが，各観測点における表層の違いによるものと考えられる。

各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比の検討結果 （１／２）

平面アレイ微動観測点
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注）本節は，本編資料3.3節に関する補足説明資料。
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3-9 各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比 （２／２）

• Ｈ／Ｖスペクトル比の観測点位置の違いによる変動は小さく，深部構造はおおむね同様であると考えられる。

• 一方，高振動数側ではＨ／Ｖスペクトル比の変動がみられるが，各観測点における表層の違いによるものと考えられる。

各観測点の常時微動のＨ／Ｖスペクトル比の検討結果 （２／２）

平面アレイ微動観測点

※ ：No.３は欠測，No.11はノイズの影響がみられるため，評価に用いていない。
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